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通産政策史第11巻（知的財産編） 

• 第1章 総論 

• 第2章 産業財産権制度の国際化への対応 

• 第3章 産業財産権の制度改正 

• 第4章 知的財産制度の運営基盤の整備 

• 第5章 ２１世紀の知的財産戦略の国家的取組 
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用語としてのＴＲＩＰＳ協定について 

• Agreement on Trade-Related Intellectual Property 
Rights 

• 知的所有権の貿易関連の側面に関する協定 
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ＴＲＩＰＳ交渉を今振り返る意義 

• １９８０年代のアメリカにみる今日の日本の問題 
– 日独の追い上げ＆過度のドル高→貿易赤字 
– 国際政治における発言力の相対的後退 
– 対策：知財の強化・ドル高是正→強いアメリカ 

 
• TRIPS交渉の成功がもたらした今日の新たな対立 

– 知財の重視→交渉チップとしての知財の高騰 
– 知財の拡大→生命、環境、インターネット 
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1980年代の知財問題の背景 

5 

顕在化した問題点 
途上国の不十分な保護 

バラバラな法制 
米国の特異な法制 
時代遅れの法制 

外国特許取得のコスト 

経済のグローバル化 

産業・製品の知識化 

情報通信（IT)の発展 

1984年1000億ドル 
の貿易赤字に転落 

米国の国際知的財産戦略 
通商的アプローチへの傾斜 

WIPO 

GATT 

三極 



米国の通商的知財政策の展開 

• 1970年代 まで 
– GATT自由貿易体制の重視、国内市場の開放 

• 1980年代  
– 貿易赤字→①ドル高是正、②知財の国際保

護強化（特に、「医薬」「ソフト」） 

– ②の交渉の基本方針は、マルチとバイ 
• 1990年代以降 

– 製造業の重視、イノベーションの視点の重視 
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ＴＲＩＰＳ交渉における南北の対立 
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知的財産法制は 
国内の公共政策。 

制度設計は各国自由 

不十分な保護や 
各国間のバラツキは 
貿易の阻害要因 

GATTウルグアイランド交渉 
一括合意による政治決着 



1980年代当時の日本の立場 

• 日米貿易摩擦問題の解決 
– 通商法301条の発動の回避（「審査遅延」等） 
– 先発明主義等の米国問題のマルチ的解決 

• 途上国における保護強化 
– 模倣品対策 
– WIPOの条約への加盟促進（コスト削減） 
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米国とはやや異なる思惑で、UR交渉において 
知財問題を取り上げることを積極的に支持。 



1994年マラケシュ合意の背景 

• 途上国に認めた長い猶予期間 
• 途上国の多様化（東アジアの経済発展） 
• ソ連の崩壊（1991年12月） 
• 米国大統領選（1992年12月） 
• 米欧農業合意（1992年12月） 
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猶予期間 

• 先進国  
– 1996年1月1日まで 

• 旧社会主義国 
– 2000年1月1日まで 

• 途上国  
– 2000年1月1日まで。医薬は2005年1月1日まで 

• 後発開発途上国（LDC）  
– 2013年7月1日まで。医薬は2016年1月1日まで 
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加盟国は現在１５３か国。 
途上国は約１１０か国で、 
うち、LDCは約３０か国。 



ＴＲＩＰＳ合意の意義（日本の視点） 

• 先進国レベルの保護水準、保護範囲 
• WIPO所管条約の遵守義務 
• 最恵国待遇（MFN）の原則 →バイの抑制 
• エンフォースメントについての基本原則 
• 通商法301条等の一方的措置の禁止 
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ＴＲＩＰＳ合意に対する米国の不満 

• 長い猶予期間＆通商法301条の封殺 
• バイオテクノロジーの不十分な保護 
• 欧州型（大陸法系）のスタンダード→米国法改正 
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1990年代後半以降、米国の景気回復 
（ニューエコノミー） 

1999年、シアトルWTO会議 
2001年、南ア・エイズ訴訟・・・ 



日本の法改正・政策への影響 

• 条約対応法改正（1995年7月1日施行） 
– 特許：原子核変換物質、販売の申出等 
– 商標：ワイン・スピリッツの地理的表示 

• プロパテント政策の加速（1996年～） 
– 「21世紀の知的財産を考える懇談会」（同年）
による「広くて強い保護」の提言 

– APEC・知財WGタート（同年）、日本のリードで、
「TRIPS実施のための地域協力の推進」へ 
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世界全体の特許出願の推移 

14 2011年WIPO統計より 



五大特許庁のシェアの変化 

15 2011年WIPO統計より 



１９８５年 ２０１０年 

世界全体 ２兆ドル １５兆ドル 

先進国 ７５％ ６２％ 

開発途上国 ２５％ ３８％ 

アジア ５％    １７％  

アジア以外 ２０％    ２１％  

資料：財団法人国際貿易投資研究所統計データより作成 

地域別貿易構造の変化 



• ドーハ開発アジェンダ（←2000年国連サミット） 
– UR実施問題 

•技術移転促進措置 
•生物多様性条約 
•地理的表表示 

– 途上国に対する特別＆差異のある扱い 
– キャパシティ・ビルディング 
– ・・・ 
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開発アジェンダとＵＲ実施問題 



ポストＴＲＩＰＳのレジームシフト 

• エイズ・公衆衛生（WHO） 
• 生物多様性（CBD） 
• 農業・食糧（FAO） 
• 生命倫理（OECD） 
• 途上国の開発（UN） 
• 規格/標準（TBT） 
• 文化多様性（UNESCO） 
• ・・・ 
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WTO 
WIPO 

知財の保護範囲の拡大と 
「非経済的価値」との抵触 

マルチの交渉の膠着 
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国際ルールづくりの新潮流 

多国間の 
ハードロー 

多国間の 
ソフトロー 

二国間・複数国間の 
ソフトロー 

二国間・複数国間の 
ハードロー 

例： TRIPS協定の改正 

例： EPA, TPP, ACTA 

例： CBDボンガイドライン 

例： 日米特許審査ハイウェイ 

膠着 多国間 

二国間・複数国間 

ソ
フ
ト
ロ
ー 

ハ
ー
ド
ロ
ー 



20 

政府 

企業 個人 

オープンで、価値多元的で、分野横断的で、発展的な政策形成 

提言 

実行 

省察 

再提言 

再実行 

大学 

これからの政策形成プロセス 
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